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写真１．佐渡弥彦米山国定公園（米山大橋） 

（構想書） 

柏崎市バイオマスタウン構想 

 

１．提出日           平成１８年１２月２５日 
 平成２２年 １月２８日（改訂） 
 

２．提出者            
新潟県柏崎市 市民生活部 環境政策課 
担当者名：反町 紘透 
〒945-8511 新潟県柏崎市中央町 5番 50 号 

電話： 0257-21-2299 

FAX：  0257-24-7714 

メールアドレス： kankyou@city.kashiwazaki.niigata.jp 
 
３．対象地域 
  柏崎市 
 

４．構想の実施主体 
  柏崎市 

 

５．地域の現状 
 

＜経済的特色＞ 

柏崎市の就業者人口は 47,014 人となっており、産業分類別就業者の構成比は、第一次産

業 2,866 人（6.1％）、第二次産業 17,064 人（36.3％）、第三次産業 26,941 人（57.3％）、

分類不能 143 人（0.3％）となっている。（平成 17 年国勢調査） 

第一次産業は、高度経済成長期に入る昭和 35 年以降、離農が進み減少を続けている。ま

た、第二次産業は、平成 2 年まで増加を続けたが、平成 7 年以降減少している。これは、

製造業の生産縮小や撤退、原子力発電所の完成による建設業の縮小などが主な要因である

とみられる。第三次産業については、電力事業、大規模小売店の進出や福祉施設の整備、

情報関連産業の成長で増加の一途をたどっている。 

平成 17 年度の本市の農家数は 3,919 戸で、市の総戸数のうち 11.8％を占めている。耕地

面積は 5,240ha で、そのうち水田面積は 4,870ha を有し、耕地面積全体の 92.9％を占めて

いる。このことから農業生産の主軸は米となっており、米の生産額は 50 億円で農業生産額

全体の約 80％に及んでいる。これに加えて、野菜、果実、畜産などが複合経営の形で営ま

れている。しかし、近年、第二種兼業農家を中心に零細な農家が離農傾向にある。 

今後は、中核的担い手の育成や集落営農の組織化等を支援し、水田等経営所得安定対策

への取組を推進していく必要がある。 

 

 

  

mailto:kankyou@city.kashiwazaki.niigata.jp


 

 2 

90,000

92,000

94,000

96,000

98,000

100,000

52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

25,000

27,000

29,000

31,000

33,000

35,000
人口

世帯数

人 世帯

年

昭和 平成

図２．人口、世帯数の推移 資料）住民基本台帳（旧高柳町、旧西山町含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜社会的特色＞ 

柏崎市は、平成 17 年 5 月 1 日に柏崎市と刈羽郡の旧高柳町、旧西山町の 1 市 2 町が合併

して、新たな柏崎市が誕生した。本市の人口（旧高柳町、旧西山町を含む）は、平成 7 年

に約 10 万人に達して以降、減少の傾向が続いており、平成 21 年 12 月末日現在、本市の人

口は 91,928 人と減少傾向である一方、世帯数は過去最高の 34,106 世帯となっている。 

このような人口の減少と世帯数の増加により、柏崎市の１世帯当たりの人員数は減少し

ており、平成 7 年には約 3.1 人、平成 21 年には約 2.7 人となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の起源は古く、遠く室町時代には、その繁栄を記した文献記事が登場し、江戸時代

に入ると北国街道の宿場町、港など交通の要衝として栄えるとともに、縮み織り商人によ

る中央からの文化の移入が盛んに行われた。明治維新の廃藩置県では、柏崎県が置かれ、

新潟県とともに越後を二分する地域になった。 

エネルギーについては、古（いにしえ）の時代に、はるか近江の国の朝廷に「燃ゆる水

（石油）」を献上したという記録がある。また、明治の末期から昭和の初めにかけて、日

本最大級の油田地帯となり日本石油株式会社（現 新日本石油株式会社）が設立された。そ

の後、昭和 53 年に柏崎刈羽原子力発電所の第 1 号機が着工され平成 9 年には第 7 号機が完

成し、世界一の原子力発電所を有する市となっている。こうした歴史的背景にみるように、

図１．産業別就業人口の推移（平成 2年～平成 17 年 国勢調査） 

           資料）平成 20 年度市勢概要  
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写真２．電気自動車 写真３．原子力発電所 

柏崎市は、古くからエネルギーの生産地域として発展し続けている。 

全国的には、地球温暖化防止や次世代エネルギー利用促進の必要性が高まる中で、「エ

ネルギーのまち柏崎」のシーズを活かし、太陽光やバイオマス資源などを活用したクリー

ンエネルギーを積極的に取り組む地域としての発展が望まれており、「新潟県ＥＶ・ｐＨ

Ｖタウン構想」のモデル地域として、電気自動車等の積極的な導入に取り組んでいる。 

また、平成 16 年 10 月に発生した新潟県中越地震と平成 19 年 7 月に発生した新潟県中越

沖地震と短期間に二度の大規模な震災に見舞われている。特に新潟県中越沖地震（マグニ

チュード 6.8、最大震度 6 強）では、市内全域に甚大な被害を受ける未曾有の大災害（被害

棟数 52,613 棟：平成 22 年 1 月 1 日現在）となり、現在は地域が一丸となって災害からの

復興に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地理的特色＞ 
柏崎市は、新潟県の海岸沿いのほぼ中央部に位置し（東経 138°33’43”、北緯 37°22’

8”）、北は出雲崎町、南は十日町市、東は長岡市、西は上越市、市域をくり抜いた様に刈

羽村が隣接し、南北方向に約 40 ㎞、東西方向に約 25 ㎞、面積 44,270ha で新潟県の 3.5％

を占めている。市の総面積のうち約 65.1％（国有林 236ha、民有林 28,595ha）が森林原野

に占められ、広大な林野面積を有し、耕地が約 12％（5,240ha）、宅地は約 5％（2,205ha）

などとなっている。 

地勢は多様で南西から東部にかけて、米山（992.6ｍ）、黒姫山（891.0ｍ）八石山（518.0

ｍ）の山系と東部の西山連峰を挟んで市境としている。また、北西部は、日本海に面し、

42 ㎞に及ぶ海岸線の北部は、遠浅の砂浜が続き、南部は米山山麓が急激に日本海に落ち込

む出入りの激しい磯浜海岸からなり、そのすばらしい景観から佐渡弥彦米山国定公園、米

山福浦八景県立自然公園に指定されている。 

市のほぼ中央部には、二級河川である鵜川、鯖石川が流れ、鯖石川は北部から流れる別

山川と合流し日本海に注いでいる。この 3 河川の下流域には柏崎・刈羽平野が開け、柏崎

市の中心地域や水田地帯を形成している。 
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写真４．柏崎港及び市街地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜行政上の地域指定＞ 

・低開発地域工業開発地域（一部） 

・農村地域工業等導入地区（一部） 

・基盤的技術産業集積地域（一部） 

・高度技能活用安定地域（一部） 

・過疎地域（一部） 

・辺地（一部） 

・特別豪雪地帯（一部） 

・振興山村区域（一部） 

・特定農山村地域（一部） 

・漁港区域（一部） 

・中山間地域活性化対策事業対象地域 

・発電用施設周辺地域 

・原子力発電施設等立地地域 

図３．柏崎市位置図 
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図４．地目別土地利用面積の割合 
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６．バイオマスタウン形成上の基本的な構想 

（１）地域のバイオマス利活用方法 
１）バイオマスタウン形成に向けた基本的な考え方 
柏崎市は、エネルギーと関わりの深い地域であり、古くは明治 30 年代の石油産出により、 

”石油産業発祥の地”として活況を呈し、石油産業に支えられた機械金属加工業が基幹産

業となって発展してきたまちである。 

現在では、発電規模が 821.2 万ｋＷとなる世界屈指の原子力発電所の立地拠点としても、 

”エネルギーのまち”の役割を担っている。 

こうした背景を踏まえ、本市では、農山漁村の活性化を中心とするアプローチに留まら

ず、地方の自立、温暖化対策、少子高齢化社会への対応、地産地消、新たな産業の創出と

循環型の経済モデルづくりなどを目指し、「エネルギーのまち柏崎」の持つ地域シーズを

活かしたバイオマスエネルギーの利用と供に、副産物についてもカスケード利用※を行って

資源の有効活用を産業振興に結びつけることを目標とする。 

また、二度の震災経験を活かし、防災拠点等となる公共施設においては、災害時におい

てもエネルギー供給を可能とするシステムを構築するため、地域のバイオマス資源により

製造されたバイオマス燃料の利活用設備等の導入を図る。 

具体的には、柏崎市バイオマス利活用推進協議会を中核に民間活力や産官学連携、市民

参加、国や県並びに県内市町村との連携などを行いながら地域のバイオマス資源を利活用

して以下の事業を推進する。 

①下水汚泥等からの消化ガス利活用事業 

②廃食用油等からのバイオディーゼル燃料利活用事業 

③木質バイオマス資源の利活用事業 

④多収穫米や草本類からのバイオエタノール利活用実証事業 

⑤農業と連携する生ごみ等の利活用事業 

⑥各種バイオマス資源からのバイオコークス利活用事業 

以上①～⑥を本構想の柱とし、バイオマス資源の地域利活用システムの構築を推進する

ものである。各柱の詳細については次項目で示す。 

※カスケード利用：資源やエネルギーを１回だけの使いきりにするのではなく、利用したことで性質が

変わった資源や、利用時に出る廃棄物を別の用途に使い、その後もさらに別の用途

に使用して、資源を多段階に活用すること。 
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２）地域のバイオマス利活用方法 
具体的な導入検討対象事業を以下に記載する。 

 

①下水汚泥等からの消化ガス利活用事業 

本市では、自然環境浄化センター（下水処理施設）において下水汚泥から消化ガスを回

収し、その一部を消化タンクの加温用の熱源として利用している。 

また、農業集落排水汚泥（一部、堆肥化を行っている量を除く）、し尿処理汚泥及び、

生ごみについては、市の焼却施設で焼却処理をしている。 

このような状況において、自然環境浄化センター等の既存設備の機能を利活用して事業

化の検討を行い、災害時における限られたバイオマス資源においてもエネルギー変換可能

な施設を目指すものとする。本事業は、下水汚泥、農業集落排水汚泥、し尿処理汚泥及び、

生ごみ（家庭・事業系ごみを許可業者が搬入等）やバイオディーゼル燃料製造時の副産物

である廃グリセリンを消化し、ガス回収・精製を行い、自己消費エネルギーとして施設内

で利用を図るとともに、余剰ガスについては、化石燃料の代替エネルギーとして活用する

ことを検討する。 

また、脱水汚泥についてもカスケード利用の観点からガス化を図るとともに、発生した

バイオガスについては、エネルギー利用を目指した検討を行う。 

本事業の運営主体は、雇用創出を模索する視点から、官のみならず民間も含め検討を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５．消化ガス事業のイメージ図 
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②廃食用油等からのバイオディーゼル燃料利活用事業 

本市では、地球環境保全やまちの活性化の視点から、廃食用油等からのバイオディーゼル

燃料（ＢＤＦ）利活用事業を推進しているが、現在の廃食用油の回収量は学校給食共同調理

場などの公共施設と環境に対する関心や意識が高い事業者や市民に限られているため、少量

である。このことから、本事業を市民参加型の重要な事業として位置づけ、更に拡大した取

組を推進する。 

具体的には、より市民参加型の事業としていくため、廃食用油の回収については、スーパ

ーマーケット、ガソリンスタンド及び公共施設等に回収タンクを設置するなど、回収システ

ムを強化し、燃料利用については、従来の直接方式（Ｂ１００※）による自動車燃料として

の利用だけでなく、ディーゼル発電機の燃料や軽油との混合によるＢ５軽油※など様々な利

活用方法も含めバイオディーセルの需要開拓の強化を図る。 

同様に、本事業については、市民啓発のツールとしては非常に有効であることから、後述

する「柏崎・夢の森公園」におけるソフト事業との連携を図っていくとともに、菜の花プロ

ジェクトを実践する団体などの推進を支援する。 

※Ｂ１００：バイオディーゼル燃料と軽油等燃料の混合比率がバイオディーゼル燃料比率 100％のもの 

※Ｂ５軽油：軽油にバイオディーゼル燃料を 5 質量％混入したもの 
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③木質バイオマス資源の利活用事業 

本市の林業の中核である「柏崎地域森林組合」は、柏崎市と刈羽村の会員から構成され、

現在の会員数は 3,800 名、管轄する森林面積は 29,500ｈａである。柏崎地域の山林はスギ

が殆どであり、一部、松林もあるが、これについては松食い虫の被害にあっている山林が

多い。 

現状では、スギについては、材としての値段がつかず、殆ど出荷されていない状況にな

っており、柏崎地域の林業は厳しい状況下にある。また、間伐する場合も、そのまま山林

に放置する切捨て間伐のケースが主であり、その間伐材の搬出に対する助成制度の創設な

どを検討する必要がある。 

また、市内には製材工場もあり、製材残材等も多く排出されているが、一部の利用を除

きその多くが未利用となっている。 

こうした背景から、関係事業者からは、未利用の木質バイオマス資源を有効活用するニ

ーズが高まっている。 

具体的には、燃料化事業や高度な集成材製造事業を要望する声があがっていることから、

こうした事業の調査・研究を促進する。 

燃料化事業については、未利用な製材残材、間伐材等の木質バイオマス資源を活用した

木質ペレット燃料などの製造を検討する。また、ペレット燃焼機器などの木質資源を利活

用する機器の普及を図り、クリーンなバイオマスエネルギーの利活用を図る。 

集成材製造事業については、当該分野の研究開発が盛んなことから、市内のプレカット

メーカーや研究機関との連携をはかり、廃材や未利用な間伐材等を利用した集成材の技術

開発や事業化の調査研究を促進する。 
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図７．木質バイオマス事業のイメージ図 
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④多収穫米や草本類からのバイオエタノール利活用実証事業 

本市は、「エネルギーのまち柏崎」として、エネルギー利用の地域シーズを活かしたバ

イオマスエネルギーの利用を産業振興に結びつける取組が求められている。 

バイオマスタウンづくりのコンセプト形成においても、バイオマス資源の有効なエネル

ギー利用の促進には、欠かせないものになっている。一方、全国的にみても、バイオマス

の燃料利用への推進は加速化している状況にあることから、「バイオエタノール」の製造

事業の調査・研究を促進する。 

具体的には、食糧自給率向上との関係に配慮しつつ稲作の盛んな地域特性を活かし、減

反が求められている田圃に多収穫米栽培を検討する。また、稲わらや、もみ殻などの草本

類（ソフトセルロース）を活用したエタノール製造事業の可能性についても調査・研究を

行う。 

なお、検討にあたっては、国の支援制度を注視しながら、輸入エタノールへの対応、工

業利用、Ｅ３ガソリン※などの燃料利用、燃料電池への水素供給などへの展開の調査・研究

を促進、中長期的には、実際に、バイオエタノール製造の実証事業の導入を目指す。 

※Ｅ３ガソリン：ガソリンにバイオエタノールを 3 体積％混入したもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８．バイオエタノール事業のイメージ図 
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⑤農業と連携する生ごみ等の利活用事業 

本市では、事業者やＮＰＯ法人などが、新たな柏崎の名産・特産品の掘り起こしに取り

組み、食品開発と商品化の研究開発を開始している。このような背景を踏まえ、一般的な

化学肥料に頼らない柏崎ブランドの農産物の生産を行うために、新しい農業生産や流通な

どとの連携を図って、家庭や事業系の生ごみ等を有効利用した有機肥料づくりを行う。 

また、当該事業では、新しい産業の活性化策として、地産地消のコンセプトも折りませ

ながら地域の活性化に取り組み、木質ペレット焼却灰等の廃棄物からの土壌改良材の生産

を目指した事業の検討も促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民 生ごみ等 運
搬
・
搬
入 

堆肥化施設 

資材化施設 

堆肥・肥料 

土壌改良材 

 
農地還元 

事業者 生ごみ等 
木質ﾍﾟﾚｯﾄ焼却灰等 

剪定枝等 

下水道処理 
施設等 下水汚泥等 

剪定枝等 

農家 もみ殻等 剪定枝等 

図９．堆肥化事業のイメージ図 
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⑥各種バイオマス資源からのバイオコークス利活用事業 

本市は、機械金属加工業が盛んなまちであり、鉄の鋳造過程に用いられる溶解炉では、

現在大量のコークスが消費されている。工場事業者からは、近年のコークス価格の高騰も

あり、代替燃料としてバイオコークスを望む声もある。バイオコークスは、植物系のあら

ゆるバイオマス資源からの製造が可能なことから、本構想の各事業間での資源競合を防ぐ

横断的な資源利活用調整の役割を果たすと共に、業務の高効率化を実現するものであるか

ら本構想の中核を担わせたい。 

具体的には、産学官連携のもと稲わら、もみ殻、木質、草本類、茶殻、コーヒー粕及び

おからなどのバイオマス資源からバイオコークス製造の実証試験を行い、事業化を検討す

る。 

また、市内の農業用ビニールハウス等の暖房用燃料は、主として重油・灯油ボイラーに

依存しており、この分野で稲わらやもみ殻などの農業残さを用いたバイオコークスが代替

燃料となれば、化石燃料に依存しない資源循環型農業の実現が見込まれるため、農業との

連携を目指した事業の検討も促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民 生ごみ等 

運
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・
搬
入 
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剪定枝等 
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農家 もみ殻等 剪定枝等 

間伐材 森林組合 林業残さ等 

ﾊﾞｲｵｺｰｸｽ 
製造施設 

図１０．バイオコークス事業のイメージ図 
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（２）バイオマスの利活用推進体制 
行政部局では、バイオマスタウン構想を進めるにあたり横のつながりを重視するため、

「バイオマス利活用連絡調整会議」を設置し、各課の持っている情報等を共有し、各課横

断的な利活用の検討、推進を図っている。 

同様に、柏崎市全体のバイオマス利活用の取組を推進するために、平成１８年度から「柏

崎市バイオマス利活用推進協議会」を設置している。また、同協議会内に、事業実施主体

（予定も含む）からの要請などにより必要に応じて個別の事業検討グループを設置し、民

産学官の連携のもとに、地域におけるバイオマス利活用の検討、推進を図っていく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１１．バイオマス利活用の推進体制 

 

柏崎市 

「バイオマス利活用連絡調整会議」 
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下水道課、自然環境浄化センター）、 
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市民、農業者、林業団体、民間事業者、 
環境ＮＰＯ、学識経験者、行政、 
オブザーバー等 

【事務局】 
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木質バイオマス 

事業Ｇ 

バイオエタノール 

事業Ｇ 
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部 会 

【事務局】 
事業実施主体 

【構成員】 
バイオマス利活用推進協議会、 
市民、農業者、林業団体、 
民間事業者、環境ＮＰＯ、 
学識経験者、行政、 
オブザーバー等 
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（３）取組工程 
 
 

 
 
 

番号 事業項目・内容 
平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度以降 

 バイオマスタウン構想 構想改訂       

① 
下水汚泥等からの 

消化ガス利活用事業  
     

 
 

①-1 生ごみ等の分別回収システムの形成        

①-2 熱・発電などエネルギーの利用        

①-3 生ごみ関連施設の整備        

② 
廃食用油等からの 

バイオディーゼル燃料利活用事業 
     

 
 

②-1 バイオディーゼル燃料による発電        

②-2 高品質のバイオディーゼル燃料製造        

②-3 Ｂ５軽油の製造・販売        

②-4 廃食用油回収拠点の拡大        

②-5 廃グリセリンの有効活用        

③ 
木質バイオマス資源の利活用事業 

 
     

 
 

③-1 木質ペレット等燃焼機器の導入        

③-2 木質ペレットの製造        

③-3 間伐材の搬出と資材利用        

③-4 廃材などからの集成材製造        

④ 
多収穫米や草本類からの 

バイオエタノール利活用実証事業 
     

 
 

④-1 Ｅ３ガソリンの製造・普及推進        

④-2 多収穫米の栽培        

④-3 
稲わら、もみ殻など草本類からの 

バイオエタノール製造 
     

 
 

⑤ 
農業と連携する 

生ごみ等の利活用事業  
     

 
 

⑤-1 
生ごみや木質ペレット焼却灰など 

の堆肥化 
     

 
 

⑤-2 農業生産や流通などとの連携        

⑤-3 
バイオマス変換施設からの 

発生残さ(堆肥・液肥)の農地還元 
     

 
 

⑥ 
各種バイオマス資源からの 

バイオコークス利活用事業 
       

⑥-1 
バイオマス資源からの 

バイオコークス製造 
     

 
 

⑥-2 他のバイオマス変換施設との連携        

⑥-3 
農業残渣を燃料利用した 

資源循環型農業の実現 
     

 
 

調査・検討 
実施 

凡 例 

表１．事業別スケジュール 
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（４）その他 
～バイオマス利活用促進の啓発活動の実施～ 

 

・環境学校「柏崎・夢の森公園」との連携、バイオマス利用の普及活動を促進 

本市では、平成 19 年度に、「柏崎・夢の森公園」が運営を開始し、里山環境の復元や、

自然、環境、生活･文化体験学習を主体とした利用運営を図り、持続可能な暮らしを考える

プログラムを中心とする環境学校を展開している。この環境学校をバイオマスタウンづく

りにおけるソフト事業の中核拠点として、未利用なバイオマス資源の有効利用に繋がる教

育の実践を図るものである。 

具体的には、市民啓発の場としてこの環境学校を積極的に活用し、本市のバイオマスタ

ウンづくりに係る情報発信や、木質バイオマス資源のペレット燃料利用等の普及啓発プロ

グラムを盛り込む他、市民主導型のバイオマス会議やバイオマス利用体験などを実践して

いくものである。 

 

 ・菜の花プロジェクトの推進 

   市民・ＮＰＯ団体等が地域にある遊休地に循環型環境作物、水質浄化作物としての「菜

の花」を栽培し、街の美的空間の創造や市民レベルでの環境問題への取組を行うとともに、

活動を通じて障害者の社会参加・自立を支援する。また、菜種から搾油を行い、使用後の

油をバイオディーゼル燃料に変換し、自動車等の燃料に使用することで資源循環型社会に

寄与する。 

 

 ・柏崎地域環境・エネルギー教育プログラムの活用 

   このプログラムは、「導入編」「基礎編」「実験・体験編」「モデルコース」「副読

本」に分かれており、小学生にわかりやすく書かれており、各小学校・県立こども自然

王国・オートキャンプ場「ゆうぎ」等で活用する。 
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７．バイオマスタウン構想の利活用目標及び実施により期待される効果 
（１）利活用目標 
○廃棄物系バイオマス利活用目標 

市内から発生する廃棄物系のバイオマス（生ごみ、下水汚泥、廃食用油など）の利用率

90％以上を目指す。 
○未利用バイオマス利活用目標 

市内から発生する未利用のバイオマス（稲わら、もみ殻、間伐材など）の利用率 40％以

上を目指す。 

 

賦存量 仕向量 
バイオマス 

湿潤 炭素換算 
変換・処理方法 

湿潤 炭素換算 
利用・販売 利用率 

（廃棄物系バイオマス） 93,742ﾄﾝ 4,982.6ﾄﾝ  70,842ﾄﾝ 4,804.2ﾄﾝ  96％ 

家畜排泄物 9,600ﾄﾝ 572.8ﾄﾝ 堆肥化 9,600ﾄﾝ 572.8ﾄﾝ 堆肥（農地還元） 100％ 

家庭生ごみ 8,272ﾄﾝ 365.6ﾄﾝ 5,900ﾄﾝ 260.8ﾄﾝ 堆肥・熱・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ等 71％ 

事業系生ごみ 4,728ﾄﾝ 209.0ﾄﾝ 

堆肥化・ガス化 

・コークス化 4,000ﾄﾝ 176.8ﾄﾝ 堆肥・熱・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ等 85％ 

廃食用油 294ﾄﾝ 209.9ﾄﾝ BDF化 250ﾄﾝ 178.5ﾄﾝ BDF 85％ 

ガス化（含水率96.9％） 24,850ﾄﾝ 295.8ﾄﾝ 熱・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ等 

堆肥化（含水率80.0％） 485ﾄﾝ 37.3ﾄﾝ 堆肥 
下水汚泥 

（含水率96.9％） 
48,206ﾄﾝ 573.8ﾄﾝ 

ガス化（含水率80.0％） 3,138ﾄﾝ 241.0ﾄﾝ 熱・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ等 

100％ 

ガス化 2,700ﾄﾝ 20.7ﾄﾝ 熱・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ等 し尿処理汚泥 

（含水率98.0％） 
5,447ﾄﾝ 41.8ﾄﾝ 

堆肥化 2,747ﾄﾝ 21.1ﾄﾝ 堆肥 
100％ 

堆肥化 4,686ﾄﾝ 36.0ﾄﾝ 堆肥 集落排水汚泥 

（含水率98.0％） 
7,986ﾄﾝ 61.3ﾄﾝ 

ガス化 3,300ﾄﾝ 25.3ﾄﾝ 熱・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ等 
100％ 

建設廃材 4,123ﾄﾝ 1,815.4ﾄﾝ チップ化・資材化 4,100ﾄﾝ 1,805.2ﾄﾝ 燃料・資材 99％ 

製材残材 2,301ﾄﾝ 512.5ﾄﾝ ペレット化・資材化 2,301ﾄﾝ 512.5ﾄﾝ 燃料・資材 100％ 

ペレット・コークス化 1,800ﾄﾝ 400.9ﾄﾝ 燃料 
剪定枝・支障木 2,785ﾄﾝ 620.3ﾄﾝ 

堆肥化・チップ化 985ﾄﾝ 219.4ﾄﾝ 堆肥・資材 
100％ 

（未利用バイオマス） 47,187ﾄﾝ 11,819.5ﾄﾝ  19,600ﾄﾝ 5,130.3ﾄﾝ  43％ 

農地還元 10,000ﾄﾝ 2,863.0ﾄﾝ 水田すき込み 

エタノール化 8,200ﾄﾝ 2,347.7ﾄﾝ 燃料 稲わら 19,000ﾄﾝ 5,439.7ﾄﾝ 

畜産利用  800ﾄﾝ  229.0ﾄﾝ 畜産の敷料 

47％ 

堆肥化 600ﾄﾝ 171.8ﾄﾝ 堆肥 

ブリケット化 150ﾄﾝ 42.9ﾄﾝ 燃料 

エタノール化 650ﾄﾝ 186.1ﾄﾝ 燃料 

コークス化 1,500ﾄﾝ 429.5ﾄﾝ 燃料 

炭化  200ﾄﾝ  57.3ﾄﾝ 籾殻燻炭 

畜産利用  100ﾄﾝ  28.6ﾄﾝ 畜産の敷料 

もみ殻 3,600ﾄﾝ 1,030.7ﾄﾝ 

排水暗渠工事利用  400ﾄﾝ  114.5ﾄﾝ 農業排水工事資材 

100％ 

資材化 2,000ﾄﾝ 435.1ﾄﾝ 建設資材 
間伐材 24,587ﾄﾝ 5,349.1ﾄﾝ 

ペレット・コークス化 5,000ﾄﾝ 1,087.8ﾄﾝ 燃料 
28％ 

表２．バイオマス賦存量と利活用の目標 
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稲わら 

もみ殻 

間伐材 

木質ペレット ペレット化 

家畜排泄物 

家庭生ごみ 

廃食用油 

下水汚泥 

し尿処理汚泥 

集落排水汚泥 

製材残材 

建設廃材 

事業系生ごみ 

堆肥 

エタノール 

ＢＤＦ 

電気・熱 

堆肥化 

メタン化 

ＢＤＦ化 

エタノール化 
(ブリケット化) 

（チップ化） 

（）は熱利用 剪定枝・支障木 

堆肥・液肥 

コークス化 

廃棄物系バイオマス 

未利用バイオマス コークス 

変換・処理方法 利用・販売 

公共施設 

等 

 

農地還元 

 

自動車 

農業機械 

特殊車両 

発電機 

 等 

事業所 

一般家庭 

農家  

    等 

売電 

利用方法 

液肥 

廃グリセリン 

木質ﾍﾟﾚｯﾄ焼却灰等 

建設資材 資材化 

マテリアル利用 

エネルギー利用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１２．バイオマス利活用フロー図 
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（２）期待される効果 
１）地球温暖化防止効果 

下水汚泥等の消化ガス、バイオディーゼル燃料、木質バイオマス資源、バイオエタノー

ル、及びバイオコークス等の利活用事業の実施により、化石燃料代替エネルギーの製造を

実現させ、二酸化炭素排出量の削減効果が得られる。 

 

２）省資源効果 

バイオマス変換施設により、化石燃料由来のエネルギー消費量が削減され、その結果、

省資源効果が得られる。 

 

３）地域環境保全効果 

現状において焼却処理されている生ごみは、含水率が高く焼却対象ごみ全体の発熱量を

低下させるとともに、焼却炉内温度の変動要因にもなっている。その生ごみを下水汚泥な

どとともに消化ガス回収の対象とし、焼却処理対象から外すことにより、焼却炉の温度管

理負担が軽減されダイオキシン類発生防止につながる。その結果、地域環境保全効果が得

られる。 

 

４）森林・里山の保全効果 

近年、木材価格の低迷などにより、森林・里山への手入れが行き届かず、山が荒廃の様

相を呈している。これに対し、森林内にすでに放置されている間伐材や、これから必要と

なる間伐材などを中心に木質バイオマスとして有効活用することにより、森林の適正な育

成や、安全で緑豊かな森林・里山の保全につながるものと期待される。 

 
５）バイオマスからのエネルギー製造技術の普及効果 

循環型社会形成のためには、これまでトレードオフの関係であった環境保全とエネルギ

ー製造・消費の問題に対し、多収穫米などの資源作物からエタノールを製造するなどバイ

オマスからのエネルギー製造の技術を普及させることにより、持続可能な社会システムの

構築に向け、環境保全とエネルギー製造・消費が両立するシステムが確立することが期待

される。 

 
６）環境教育による環境保全・循環型社会形成への関心高揚効果 

バイオマスは、市民の生活においても身近であるとともに、環境と密接につながってい

る。このため、広く市民にバイオマスエネルギーの利活用により、健康で快適な生活が実

現することを認識してもらうためにも、バイオマス利活用を通じた環境教育・生涯学習に

より、環境保全や循環型社会形成への関心を高めていくことが重要である。これらの環境

教育により、コミュニケーションの機会をふやすことにより、環境だけでなく、安全な街

づくりにもつながる効果が期待できる。 
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７）民産学官協働による循環型社会システムの構築 

バイオマスの利活用事業において民産学官が協働することにより、環境保全を指向した

新たな産業を育成し、循環型社会システムの構築が図られる。 

 
８）経済的効果 

バイオマスの各利活用事業の実施において、民間活力を導入することにより、産業振興

及び雇用の創出が期待される。その際、事業実施において適正なリスク分担を実現するこ

とが可能となり、経済波及効果が得られる。 

 

 

８．対象地域における関係者を含めたこれまでの検討状況 
柏崎市では平成 15 年度に「柏崎市バイオマスエネルギー等新エネルギー導入策定調査」

を実施し、同調査の検討結果から、①下水汚泥利用を核として市内の各種汚泥系バイオマ

ス資源利用の促進、②市民の取組を中心とする廃食用油回収、バイオディーゼル燃料製造

の推進、③地域の産業活動に伴う廃棄物の利活用の推進により、産業の創設や雇用の創出

を目指す方向性が打ち出された。 

これを受け平成 18 年度に「柏崎市バイオマス利活用推進協議会」、「柏崎市バイオマス

利活用連絡調整会議」を設置し、地域におけるバイオマス利活用の検討を行い、平成 19 年

1 月に「柏崎市バイオマスタウン構想」を公表した。 

 公表後、平成 19 年 7 月の中越沖地震によって市域全体で甚大な被害を受け、事業の取組

工程及び内容等に変更点が生じ、バイオマスタウン構想の一部改訂が必要となったため、平

成 21 年度の「バイオマス利活用推進協議会」では、「柏崎市バイオマスタウン構想」の見直

しを行い、「柏崎市バイオマスタウン構想（改訂版）」をまとめた。 

 



 

 19 

９．地域のバイオマス賦存量及び現在の利用状況 

 

 

 

※稲わら・もみ殻の多くはＪＡ柏崎の指導により水田すき込みによって農地へ還元されている。 

賦存量 仕向量 
バイオマス 

湿潤 炭素換算 
変換・処理方法 

湿潤 炭素換算 
利用・販売 利用率 

（廃棄物系バイオマス） 93,742ﾄﾝ 4,982.6ﾄﾝ  46,016ﾄﾝ 3,415.3ﾄﾝ  69％ 

家畜排泄物 9,600ﾄﾝ 572.8ﾄﾝ 堆肥化 9,600ﾄﾝ 572.8ﾄﾝ 堆肥（農地還元） 100％ 

家庭生ごみ 8,272ﾄﾝ 365.6ﾄﾝ 0ﾄﾝ 0ﾄﾝ 堆肥・熱・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ等 0％ 

事業系生ごみ 4,728ﾄﾝ 209.0ﾄﾝ 
焼却・堆肥化 

600ﾄﾝ 26.5ﾄﾝ 堆肥・熱・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ等 13％ 

廃食用油 294ﾄﾝ 209.9ﾄﾝ 焼却・BDF化 18ﾄﾝ 12.9ﾄﾝ BDF 6％ 

ガス化（含水率96.9％） 24,850ﾄﾝ 295.8ﾄﾝ 熱・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ等 

堆肥化（含水率80.0％） 485ﾄﾝ 37.3ﾄﾝ 堆肥 
下水汚泥 

（含水率96.9％） 
48,206ﾄﾝ 573.8ﾄﾝ 

焼却（含水率80.0％） 3,138ﾄﾝ 241.0ﾄﾝ ｾﾒﾝﾄ工場燃料・原料 

100％ 

し尿処理汚泥 

（含水率98.0％） 
5,447ﾄﾝ 41.8ﾄﾝ 焼却 0ﾄﾝ 0ﾄﾝ 熱・ﾊﾞｲｵｶﾞｽ等 0％ 

集落排水汚泥 

（含水率98.0％） 
7,986ﾄﾝ 61.3ﾄﾝ 堆肥化 1,311ﾄﾝ 10.1ﾄﾝ 堆肥 16％ 

建設廃材 4,123ﾄﾝ 1,815.4ﾄﾝ チップ化 4,042ﾄﾝ 1,779.7ﾄﾝ 燃料・建設資材 98％ 

製材残材 2,301ﾄﾝ 512.5ﾄﾝ チップ化 987ﾄﾝ 219.8ﾄﾝ 燃料 43％ 

チップ化 350ﾄﾝ 78.0ﾄﾝ 燃料 
剪定枝・支障木 2,785ﾄﾝ 620.3ﾄﾝ 

堆肥化 635ﾄﾝ 141.4ﾄﾝ 堆肥 
35％ 

（未利用バイオマス） 47,187ﾄﾝ 11,819.5ﾄﾝ  2,410ﾄﾝ 679.0ﾄﾝ  6％ 

農地還元 18,200ﾄﾝ 5,210.7ﾄﾝ 水田すき込み 
稲わら 19,000ﾄﾝ 5,439.7ﾄﾝ 

畜産利用  800ﾄﾝ  229.0ﾄﾝ 畜産の敷料 

4％ 

堆肥化 600ﾄﾝ 171.8ﾄﾝ 堆肥 

ブリケット化 150ﾄﾝ 42.9ﾄﾝ 燃料 

農地還元 2,150ﾄﾝ 615.5ﾄﾝ 水田すき込み 

炭化  200ﾄﾝ  57.3ﾄﾝ 籾殻燻炭 

畜産利用  100ﾄﾝ  28.6ﾄﾝ 畜産の敷料 

もみ殻 3,600ﾄﾝ 1,030.7ﾄﾝ 

排水暗渠工事利用  400ﾄﾝ  114.5ﾄﾝ 農業排水工事資材 

40％ 

資材化 60ﾄﾝ 13.1ﾄﾝ 建設資材 
間伐材 24,587ﾄﾝ 5,349.1ﾄﾝ 

ペレット化 100ﾄﾝ 21.8ﾄﾝ 建設資材 
1％ 

表３．バイオマス賦存量と利活用の現状 
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10．地域のこれまでのバイオマス利活用の取組状況 

（１）経緯 
平成 18 年度に「柏崎市バイオマスタウン構想」を策定し、各種バイオマス資源の有効利

用と事業化の検討を行いながら、二酸化炭素の排出抑制に取り組む方針を定めた。 

 平成 19 年度では、中越沖地震によって市域が甚大な影響を受けながらも、民間事業者に

よる「地域バイオマス利活用交付金」の申請・採択により、事業系生ごみからの堆肥化施設

を整備した。 

 平成 20 年度では、バイオディーゼル燃料事業と木質ペレット事業の実現に向けた調査検

討を行った。バイオディーゼル燃料事業では、Ｂ５混合軽油による公用車の試験走行を行い、

木質ペレット事業では、民間事業者主体による事業化フィージビリティスタディ調査を行っ

た。 

 平成 21 年度では、バイオコークス事業について民間事業者主体による事業化フィージビ

リティスタディ調査を行っている。 

 

（２）推進体制 
 

推進体制 推進体制の概要 

柏崎市バイオマス利活用推進協議会 

（民産学官連携組織） 

柏崎市のバイオマスタウンづくりに向けた産学官民連

携の横断的な組織であり、構想のコンセプトや具体的な事

業計画の検討を行う。 

柏崎市バイオマス利活用連絡調整会議 
バイオマスが多岐にわたることから、庁内各課間の連携

を図りながら、事業を推進する連絡調整を行う。 

 

（３）関連事業・計画 
・柏崎市地域新エネルギービジョン               平成 8 年度 

・柏崎市バイオマスエネルギー等新エネルギー導入策定調査    平成 15 年度 

・柏崎市第四次総合計画                    平成 18 年度 

・柏崎市環境基本計画第２次計画                平成 20 年度 

 

（４）既存施設 
バイオマスを利活用する既存施設は、以下に示すとおりである。 

①柏崎市 

・自然環境浄化センター【メタン発酵施設：下水道汚泥】 

・農業集落排水汚泥処理施設【堆肥化施設：集落排水汚泥】 

・柏崎・夢の森公園【菜種油搾油機：菜の花、木質ペレット造粒機：間伐材】 

 ・じょんのび村【木質バイオマス燃焼施設：ペレットボイラー】 

②柏崎農業協同組合 

・ＪＡ柏崎堆肥センター【堆肥化施設：家畜排泄物】 

③株式会社柏崎エコクリエイティブ 

・有機肥料施設【肥料化施設：事業系生ごみ】 

表４．推進体制と概要 
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写真６．じょんのび村 

【木質ﾍﾟﾚｯﾄﾎﾞｲﾗｰ】 

写真７．柏崎・夢の森公園 

【木質ﾍﾟﾚｯﾄ造粒機】 

写真５．自然環境浄化センター 

【消化タンク】 

写真８．新潟工科大学 

【左：ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機】 

【右：電気自動車】 

④有限会社リプラ 

・バイオディーゼル燃料製造施設【ＢＤＦ化施設：廃食用油】 

⑤新潟工科大学 

 ・分散電源ネットワーク【発電施設：バイオディーゼル発電機】 

⑤株式会社アール・ケー・イー 

・伐採樹木資源化センター【堆肥化施設：剪定枝】 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


